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ニュFジランドにおける会計士業務の将来
一・@は　し　が　き
　ニュージランド（New　zealand）は南太平洋上に位置し，オーストラリヤより東南約1，
200余浬離れ，わが国に似た，南北に長き二大島と，これに附属せる島喚より成り立って
いる。そしてその位置は東経166度より167度南緯34度より48度の間に存しているが経度で
わが国より東方に偏し，緯度においては，わが国緯度に比較し東京より樺太の中央位の位
置に相当している。
　ニュージランド（New　zealand）の面積，即ち北島，南島及び，これに附属するスチ
ワート島（南島の南）チヤタリ島（ニュージランドの東方）その他数個の島喚の大きさは
次の如くである。
北島（附属せる小島を含む）
南島（　　　〃
スチユワート島（
チヤタリ島（
その他の島喚（
　〃
〃
〃
）
）
）
）
合計
44，281平方哩
58，092〃
　　670〃
　　372〃
　　519〃
103，934　　〃
　即ちこのニュージランド（New　zealand）の面積はわが国の本島に九州を加へたより少
し大きい程度である。この総面積上に住む人口は約160万人であるから，わが国の大阪の
人口の半分にも足らぬ有様である。その多くは英国人であって，ニュージランド（New
zealand）土着のマオリ人は約8万人であるに過ぎない。この国の風土は真に，わが国に
似ていて，その形状も地勢もわが国のそれに相似である。例へばこの北島は北海道に似，
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南島は本州を切歯した如き形である。それに峨々たる南アルプス連峰や，富士を小規模に
したエグモント山，火山多く温泉に恵まれ，地震の多い点迄，全くわが国と相似である。
この国の特徴とせられるところは，勿論世界に冠たる緬羊農業にあることはいうまでもな
いが，もう一つの特徴はわずか人口160万の国であるに拘らず最も社会制度の発達した国
であることである。凡そ社会学に興味を有する人々からは，世界の理想郷とせられ，各国
家のなし得ぎる所を新しい国家であるが故に成功せしめている。従って今われわれが研究
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
対象としている職業会計士制度も，他の国に見られない特徴をもっているようである。例
へば職業会計士たる資格を附与する団体が登録団体を兼ねていたり，事務官特許協会（the
Chartered　Institute　of　Secretaries）の全会員がニュージランド会計士協会（the：New
zealand　Society　of　Accountants）の全会員であるが如くである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
　以下第一回職業会計士極東会議に提出せられたニュージランド（：New　zealand）に関す
る報告を中心として述べることとする。
　註（1）南の理想郷ニュージランド　川瀬勇著
　言口（2）　the　lst　Far　East　Conference　of　Sceountants
ニ　ニュージランドにおける会計職業の発展
　ニュージランドにおいては1850年代から職業会計士が仕事をしていたけれども，組織化
された会計職業は1894年法人組織のニュージランド会計士協会が首都ウエリントンに結成
された時に始まるのである。又1898年にはニュージランド（：New　zealand）会計士及び監
査人協会と呼ばれる他の団体がニュージランド最大の都市オークランドにおいて結成され
た。法人組織の会計士協会は始じめ，オーストラリヤの会計団体の試験を合格した新加入
者を受入れていたが，後になって1909年迄独自の試験を実施するようになった。関係二団
体はまもなく，もしも一つの会計士団体が凡ゆる会計職業の統制を引受くるならばより多
くの承認を得られるだろうし，又より多くの進歩もするだろうということを察知した。そ
こで二度ばかり失敗したが1908年忌ニュージランドの会計士協会を設立する一つの法案が
議会を通過した。最初その会員は政府機関に依って審査されていた会計職業に従事してい
る若干の申請人と共に，その二つの発起団体に所属するメンバー達が承認された。この法
案の下では協会は次の責任を負はされている。
　（a）協会の会員達がニュージランドにおいて会計職業のために適当と思うところのも
のを，何らかの方法で助成すること。
　（b）会計職業を行なったり又行なおうとする意志のある人々に訓練や教育や試験のた
めの準備をすること。
　（c）協会のメンバー達の資格免許状証明書，階級等を授与したり又発行したり，又他
の人達に会計職業に関する彼等の優秀性を認めたり，又会計士の義務に関する何等かの事
項を認めたりすること。
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　（d）ニュージランド（New　zealand）における会計職業の実施を統制したり又規制し
たりすること。
　（e）何らかの援助を必要とする協会のメンバーやメンバーの妻や子供達或いは死亡し
た会員の未亡人や子供達に金銭上や又他の援助を与えること。
　（f）会計職業や会計士の義務に関係のある，如何なる研究上の題目に関して学校，単
科大学，総合大学に講師の職脅軽蔑し又その地位にあるものに賞金や奨励金を交付するこ
と
　　（9）会計職業の利益のためにニュージランドに於いて設立されるいかなる協会に対し
ても金銭上又は他の援助をなすご、と。
　以下法案について簡単に触れると次の如くである。
　法案一これは今日も未だ有効であるが二・般業務に従事している協会のメンバー達に一般
会計士（Public　Accountauts）なる名称を禁止し，更らに他のすべての会員にも登録会
計士（Registered　AccoUntants）なる名称を禁止している。このようにニュージランド
においては一団体が会計職業のあらゆる部門即ち一般会計業務，官庁，商業及び工業，各
部門は相互に補完的作用をするのであるが一統制するということがわかる。更らにニュー
ジランドは知られている限りでは，資格を附与する団体が登録団体を兼ねている唯一の国
家である。換言すれば協会を通じて会員自身が登録制度を備へているということである。
統制は評議会規則（order　in　Council）によって公共の利益を考慮しない如何なる規則も
否認するという政府の圧制的権力に従っているということである。
三　ニュージランドにおける会計職業の発展要因と
　　その現状
　試験，懲戒，行政上の法律上の力をもっている法令に基く団体としての機構を，整備す
るに当って政府に依って与へられた援助は，勿論協会の成功に最初の刺激をもたらした。
多くの個人は協会の確固たる発展に対し，貢献したが，職業の各分野の会員が含まれてい
る公認団体であるという事実が，多分最大の長所であった。例えば現在では大蔵大臣，公
共事業長官，会計検査官のような重要な政府の要人はみな協会の会員である。人口という
観点からニュージランドは小規模であるということは，他の国々においては，他の組織に
依って要求を充たされる分野に於いても，会計職業が立派に確立されるようになっている
という結果を招いた。例えば秘書官（事務官）の職業がその適例である。ニュージランド
は秘書官特許協会が設立されているけれども，その会員の殆んど大部分は，ニュージラン
ド会計士協会の会員である。協会は又第二次世界大戦以来顕着となってきた会計士の任務
の拡大化の方向への世界的趨勢から刺戟を受けた。そしてその会員数は15年たって二倍と
なっている。会計士協会の現在の会員数は　（1957年9月30日現在）6，400名である。．全会
員の職業に関しては詳細なことはわからないけれども下記のパーセントの分析は本質的に
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は正しいものとみなされる。
　このようにニゴージランドの職業会
計士協会はその会員に官庁，公署，銀
行，会社，商店に属している経理事i務
当者をも網羅しているから，この点は
オーストラリヤにおけるThe　Austr・
alian　Society　of　Accountantsとも
　　　　　　　　　　　　　　（1）
類似し，英本国におけるThe　Society
of　lncorporated　Accountants　and
auditorsとも類似しているといえる。
　　　（2）
　　註（1）
一般会計業務に従事
1。社長（名主人）として　　　　　　　　　　　　27。1｛
2．従業員として　　　　　　　　　　　　5。1
政府（官庁）職員として
個入企業
地方公共団体
銀、行職員
退職
〃
〃
〃
計32．2
　13．0
　43。1
　5．0
　2．3
　4．4
合計100．0
　　The　Australian　Society　of　Accountantsは1952年に1894年に形成されたThe　FederaI
　　Institute　of　Accountantsと1928年に設立された国王ジョージ第5世の勅許を得ているThe
　　Institute　of　Chartered　Accountants　in　Australiaと合併し，合併当時の会員数は15。500
　　名の会員を有する大団体である。前者の方は実際職業会計士の業務を営んでいないものも包含
　　している。
註（2）英本国では，わが国の公認会計士に当るものを　C．A．（chartered　Accountants）と称し
　　ているが、Society　of　lncorporated　Accountants　and　Auditorsの会員中には，末だC．　A。
　　の資格なきものが存在している。
四　職業会計士に附与された職務範囲
　すでに述べたように，協会の会員は一般社会において非常に広範囲の職務についている。
その中の重なものを述べると次の如きものである。
一　徴税サービス（Taxation　Service）
　　会計職業はこの分野において立派に確立されている。多くの会員は国内税務局雇用の
　　直接の税務顧問として業務を行っている。そして一方多くの職業会計士の仕事の大部
　　分は，特に地方においては徴税業務から成っている。徴税業務を引受ける会計士の権
　　利については何らの疑問も持たれていないし，又多くの弁護士も，この分野の仕事は
　　会計士に任せることに賛成している。
二　組織設定（System　installation）
　　ニュージランドはその大きさからして会計分野において高度に機械化されていて機械
　　会計組織の設置に対して，幅広い範囲がある。会計機械を供給している会社の大部分
　　は，この業務のために会計士を雇用しているのである。
三　記帳サービス（Book・keeping　Service）
　　すでに述べた徴税業務と共に，記帳業務は会計監査が都市におけるほど，大して重要
　　でない地方においては，職業会計士の主なる業務をなしている。職業会計士は通常二
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　ユージランドに非常に多く存在している小規模営業を対象として記帳業務を引受けて
　いる。
四　管理サービス（Management　Service）
　西欧諸国の他の地域における発展と同様に，会計士は管理において増加する重要任務
　を果している。この重要な部門における業務は，ニュージランド経営協会とニュージ
　ラン原価会計士協会によって引受けられているが，しかし協会は協会の会員がニュー
　ジランドの商業と工業の能率的経営に対して十分なる貢献をなすべきことを切望して
　いる。
五　政府雇用（Goverment　Employment）
　協会の試験はニュージランド政府によって進級目的のために認められている。結果と
　して政府機関特に大蔵省，税務局，会計監査局の多くの指導的会員は協会の会員であ
　るQ
六　地方公共団体（：Local　Bodies）
　ニュージランドにおける会計職業の資格は殆んど全般的な承認を受けている。結果と
　して都市や自治都市や地方の評議会，排水乱民のような地方公共団体は市役所の吏員，
　洲の会計係として又同様の地位に協会の会員を採用するのである。
七　事務官（秘書官）サービス（Secretarial　Service）
　職業会計士の仕事の重要な部分は非常に小規模で専任事務員を雇うことのできない有
　限責任会社に対する事務官的任務である。大会社の専任事務官はまた通常会計士が当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、、　　　　　1
　っているQ
五ニュージランドにおける職業会計士制度
　既に述べたように，ニュージランドにおける会計職業の実務を支配している基本法は19
08年施行のニュージランド会計士協会法である。この法令は協会の会員に対して「職業会
計士」ならびに「登録会計士」の用語の使用を制限しているけれども，　「会計士」という
一般的な用語は制限していない。そしてある地方では，若干名の無資格者が開業し，主に
農民に対する徴税業務を引受けている実状である。
　会計職業に関するその他の法律は，’協会の会員に対して会社の会計監査と弁護士の信用
調査を制限している。又政府の代理としての協会の統制機能は既に述べた通りであるが，
以下，懲戒に関する事項や職業会計士たらんとしての資格等を述べると次の如くである。
　懲戒に関する協会の法規は，法律違反即ち協会法規違反や協会の倫理憲章違反に対して
会員の処置をするために懲戒委員に権力を与えている。正式告訴の準司法的な審問に従っ
てのみとられる懲戒処分は，謎責停職及び会員からの除名から成っている。会員からの除
名は，勿論結果として登録会計士や職業会計士という語を使用する個人の権利を取消すこ
とになるのはいうまでもない。そしてこの規制法は協会の全会員に及んでいるのである。
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　次に協会の会員たらんとする応募者はニュージランドの居住者で立派な人格者でなけれ
ばならない。彼等は協会の試験に合格しているか，公認の海外団体の会員でなければなら
ない。又協会の試験を受ける前に応募者は大学入学試験に合格していなければならない。
その大学入学試験は通常高等学校の四年課程の終了後に受験できるのである。21才以上の
学生の場合には応募者は，ニュージランドの学校証明試験に合格しているという条件で，
ニュージランド大学によって授与される，暫定的入学許可が客認されるのである。そのニ
ュージラン学校証明試験は高等学校で3年～4年後に得られる一般教育資格である。
　1911年以来協会の試験はその代理としてニュージランド大学によって行なわれてきた。
更らにこの制度は大学当局との連絡を促進してきたし，また会計職業希望学生の大部分は
大学で教えを受けてきた。会計職業専門課程の8教授科目のうち6科目は商学士の学位を
得るための学科であり，協会の会員の約25％はこの学位を得るために進んできているので
ある。
　協会の年1回の試験要綱に発表されている専門課程の学科は次の如くである。
農
会
会
商
商
計
見
計
学　1
学　皿
学　皿：
法　1
法　■
　　　　事務官法と実務
　　　　信　　託　　法
　　　　会　計　監　査
　　　　経　　済　　学
　　　　　　（各1問に与えられている解答所要時間は3時間）。
　試験に関する規定ほ要綱の中で述べられているが試験は主として共通の基準の上に立っ
て行なわれる。即ち大学を代表する1人置試験官と協会によって指名された陪審員から選
抜された他の試験官がいるのである。法律学科の場合を除いて大学試験官は彼等自身協会
の会員である。そして試験問題は趨走の職業会計士による中庸を条件としている。
　協会の評議会は，　もし’協会が教育や研究の分野における義務を履行するならば，会員と
して入会することを，許すことは職業のどの部門にも働きうる適応性の証拠となるであろ
うという見解を常にとっている。それ故協会の会員以外の一般会計職業に入ることに対し
ては何の入会必要条件も課されていない。ニュージランドで適用されている諸条件の中で
協会の評議会は，如何なる追加条件も客楽していないことを確信している。協会は会員に
入る前に5年間の実務経験要件を提出したいと企ているが，その経験は一般に認められて
いる企業での充分な会計職業の実務で得られるであろう。そしてその経験は政府機関でも
一般産業でもよいのである。更らに職業会計士事務所での経験は勿論この目的のための資
2問
2問
3問
2問
2問
1問
1問
2問
2問
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格を得る条件であることはいうまでもないことである。
　会計職業に関する倫理規定は，協会はそれを厳しくし，一協会の調査委員会により施行さ
れている。そして協会の諸倫理規定は英本国会計士法の倫理規定に準拠して作られている
のである。
　会計学の教育は過去45年間ニュージランドの四つの主要都市にある大学で教えられてき
た。各大学における課程は協会によって規定されている講義要目である。商学士の学位を
得るための研究過程は更に長い期間，四つの大学で教授される。そして学位の要目（講義）
は四大学とも共通である。会計学教育における専任教師の数が実際には非常に少数で，高
等学校，大学，通信教育学校の教師に限られていることは注目すべきことである。
　大部分の会計学の講義は大学や通信教育学校で行なわれ，そして兼任教授で講義してい
る教師は一般会計業務や商業の会員である。
　会計学はニュージランドでは大学の入学試験に合格した学生達のために，若干の最：も大
きい学校（高校）のみが必須科目として会計学（工）と商法（1）の講義が行われている
けれども，大部分の高等学校では教授されていない現状である。簿記と商業実践はすべて
の高等学校で教授されており，又学校卒業証明試験のための科目でもある。しかしこれら
の科目はたとえ合格しても協会の認定科目ではないのである。それは学生達に大学の学位
をとるよう奨励するための協会の政策であって，この理由のために，大学への入学は協会
の試験のための前提条件でもあるのである。
　このようにニュージランドにおいては，職業会計士たらんとするには次のことを条件と
しているようである。
　　一・大学を卒業し商学士の学位を得ていること
　　二　5ケ年間の実務経験をもつこと
　　三　ニュージランド会計士協会の試験に合格すること。
六　ニュージランドにおける会計職業協会
　ニュージランドでは会計職業に関する研究団体は3つあるようである。その第1はソサ
イケイ（The　Society）と呼ばれる団体で，これはその会員は職業会計士のみならず会計
士の資格をもつならば，如何なる職業についていても差支えないものであり，第2はイン
スチュート（The　Institute）と呼ばられるもので，この協会えの入会条件は職業会計士
又は礼受会計士事務所で5ケ年の経験をもっているものであり，第3は原価会計士協会
（The　New　zealand　Institute　of　Cost　Accountant）と呼ばれるもので，入会し得る条
件は協会（The　Society）の会員であるか勅許事務官協会（The硫artered　Institute　of
Secretaries）の会員で，原価会計における2ケ年間の実務経験が入会前にいるようである。
以下これらについて述べれば次の如くである。
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　　一　協会（The　Society）
　この協会は6，400名の会員をもつニュージランド最大の公認職業会計士の組織で，通称
ニュージランド会計士協会（The：New　zeal　and　Society　of　Accountants）と呼ばれる。
この会員は一般会計業務についている場合は，職業会計士と呼ばれ，雇傭されている場合
には，登録会計士といわれる。それぞれの名称は職業会計士会員（F．P。　A．：N．　Z。）登録
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
会計士会員（F．R．　A．　N．　Z．）準職業会計士　（A．　P．　A．：N．　Z．）準登録会計士（A．　R．
　　　　　　　　　　　　　　　（2）　　　　　　　　　　　　　　　（3）
A．N．　Z．）である。凡ての名称は法律上に於いて保護せられている。
　（4）
　協会（The　Society）は選任された20名の会員から成る評議会　（その内16名は職業会計
士，4名は登録会計士である）により運営されている。会長及び副会長は高級幹部で毎年
選任される。協会には月刊誌“The　Accountants　Jonrnal”の編集者として活動する専任
事務員がいる。協会のスタフは現在6名の専任と1名の非常勤で運営されている。そして
その本部はウエリント市にある。
　協会の研究面における活動は積極的であり，会計実務と手続に関する委員会は，近頃，
会員達に小冊子を支給している。なおその他の活動には次のものが含まれる。
　（1）会員にその人の経験を更らに広めるために，毎年海外旅行奨励金を援与する判定。
　（2）全国23の中心地に図書館施設の設備対策。
　（3）全国の協会地方委員会によって組織されている定期昼食会及び夜会の催し。
　（4）5年目毎に開かれる国民会議の組織
　（5）月刊誌“The　Accountants’Jourpal．”の発行
　（6）困窮状態にある会員や扶養家族を救済するための慈善的基金の事業。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
　　二　協会（The　Institute）
　法人組織のニュージランド会計士協会（The　Incorporated　Institute　of　Accountants
of：New　zealand）は，ソサイチイ　（The　Society）の後援団体の一つで1894年に結成さ
れたものであって会員は，ほぼ，1，000名で，全会員がソサイチイ（The　Society）の会
員である。最近では主にその会員に勅許状を得ようと努力する傾向があらわれてきている。
ソサイチイ（The　Society）の会員ならば，職業会計士事務所での5ケ年間の経験を条件
として協会，即ちインスチチユートの会員として認められている。けれども初期の時代に
おいてはソサイチイ（The　Society）の全会員が入会する資格があった。
　協会（The　Ins蹴ute）は16名の評議会によって運営されている。協会には非常勤の事務
員がいるし，試験も行わないし，定期刊行物も発行されていない。協会の最高幹部は会長
副会長で組織されている。そしてその協会の会員は会計士協会会員（F．1．A．：N．　Z．）と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
会計士協会準会員（A．LA。N．Z．）という名称を使用している。
　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
　　三　ニュージランド原価会計士協会（The　New　zealand　lnstitute　of　Cost
　　　　Accountants）
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　この団体は会員約330名で原価会計における研究科試験を準備している。　この課程の研
究にとっての必要条件はソサイチイ（The　Society）の会員でφるか，あるいは勅許事i務
官協会（the　Chartered　Institute　of　Secretaries）の会員であることであり，現在，原価
会計士協会の会員の300名以上はソサイチイ（The　Society）の会員である。
　その試験要綱は協会のパンフレットの中に詳細述べられている。その課目は次の如くで
ある。
　　一　歴史的原価会計
　　一　予定原価会計
　　一　予算：統制，原価差異
　　一　原価会計制度の計画と設置及び原価報告の提出
　　一一　工業及商業組織と経営の一般原則
　　　　　　（以上各問とも所要時間は3時間である）
　原価会計における2ケ年間の実務経験は入会前の前提条件となっている。協会は10名か
らなる評議会によって運営されている。最高幹部は会長で非常勤事務宮が1名いる。原価
会計士’協会の会員は原価会計士協会会員（F．C。　A．　L）と原価会計士協会準会員（A．　C。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
A．L）という名称を使用している。
　（8）
　原価会計士協会はニュージランドの増大する工業化の点から考えて，研究団体としての
重要性が増しつ㌧ある。この協会は何の定期刊行物も発行していない。
　以上でニュージランドの3会計士職業団体について述べたのであるが，これらの3団体
は何れも自己財政で運営されているもので，つまり，全く会員の寄付によって運営されて
いるのである。
　註（1）F。P。　A。　N。　Z．（Fellow　Public　Accountantの略）
　註（2）F．R．　A。　N．　Z。（Fellow　Registered　Accountant〃）
　註（3）　A．P。　A。　N。乳（Associate　Public　Accollntant〃）
　註（4）A．R。　A。　N．　Z（Associate　Rogistered　Accountant〃）
　註（5）F．1．A。　N。　Z．（Fellow　Institute　of　Accountant〃）
　註（6）A．1。A。　N。　Z．（Associate　Institute　of　Accountant〃）
　註（7）F．C。　A．1（Fellow　Cost　Accollntants　Institute’ク）
　註（8）A．C．　A．1．（Associate　Cost　Accountants　Institute〃）
七ニュージランドにおける会計士業務の将来
　ニュージランドの会計業務が将来急速な拡張を続けてはならないという理由はどこにも
存在しない。更らに高度の熟練した会計士に対する需要は，以前よりも大きくなっている。
近い将来における可能性のある発展のいくつかには次のようなものが考えられる。
　（1）管理会計（Management　AccQunting）
　ニニージランドの現在の人口増加率は，カナダのそれに劣るのみである。その結果とし
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て第二次，第三次産業は充分な雇用が持続するならば，近き将来に，かなり拡張される可
能性がある。ニュージランドの産業は，ニュージランド人の享受している現在の異常に高
い生活水準を，確保しているので会計士は，ニュージランドの産業が能率的に経営される
ことを保証することにおいて，演じるべき非常に重要な役割をもつことになるであろう。
　（2）電子会計（Electronic　Accounting）
　世界の標準によればニュージランドは非常に小さい国であり，電子会計の多くの衝撃が
かなりの時間感ぜられるだろうということは，恐らくないであろう。事実最も大型の計算
器が，一体全体，この国で使用されるか，どうかは，非常に疑問である。それにも拘らず
ニュージランドは会計分野においては高度に機械化されている。そして会計士は最近の発
展を利用するのに遅れなかった。それ故にニュージランドの会計士の会員が，諸外国と同
様に電子工学出現の関係者と，徹底的に親しくなるべきことは必要なことである。協会は
この分野における指導権が，怠慢によって会計士以外の集団に移らないことを確実にする
ために，この会計職業への新加入者に対して責任を認めている。
　協会はこの問題に関して与えられた情報と援助に対して，英本国及びアメリカ合衆国の
古い団体に大いに負うところである。
　（3）徴税業務（Taxation　Service）
　会計士はその業務として，この分野において立派に確立されている。故に更らに拡張す
る余地は殆んどない。しかしながら増加する＝複雑な徴税問題を処理すべき専門の拡張に対
しては余地はあるのである。職業会計士の任務は専門家の分野としての聞題に全力を集中
している限られた人と共に，医者業として全科医の任務と間もなく類似してぐるであろう
と予想される。
　（4）決算報告書の表示の問題
　これはニュージランドに限らず急速に発展している国々で見られることであるが，会計
士職業の直面している問題として決算報告書の作成基準表示等についてである。
　ニュージランドでは発表される報告書の基準について大いに改良の余地が残されている
ということであり，多くの場合，その決算報告書は，その形式の中に訴訟依頼人によって
要求される資料を，備えていないのである。その資料は決算報告書の中で，彼等にとって
は非常に重要なことなのである。
　想像力を駆使したり，会計専門語を回避したりすることが，正確な，そして有益で，明
白な決算報告書を作成できるのであり，この方法による決算報告書の調和した表示は社会
における会計士の地位を改善するのに大いに役立つであろうということは，何等疑のない
ことである。
　会社の決算報告書の表示は，1948年の英本国法に基づいたものであるが，1955年の会社
法の議会通過によって大いに改善されたことは注目に値いすることである。更らにこの国
においては，この財務諸表の表示とは別に，一般社会における会計士の改善された地位は
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英語を相当に自由自在に駆使する力を反映する，幅広い教育上の背景を必要としている。
　もし会計士が一流職業の一員として，一般社会において正当な地位を持続するつもりな
らば，場合に応じて適当な簡明な英語を使用しうる能力は欠くことができない本質的なも
のである。
　このようにニュージランドで英語の力を，会計士職業の人々に強調している点は興味深
きものがある。
　（5）東南アジアにおける協力
　ニュージランドは英本国と特別に強く感情的且つ商業的な関係をもっているので，’イギ
リス連邦の一構成分子であるけれども，東南アジアや極東の国々との，接触も拡大しなけ
ればならないことは，益々明白なこととなって来ている。
　一国家としてニュージランドは国際的領域における義務を意識している。そして国際連
合総会の議長としてレスリー，マンロー郷（Sir：Leslie　Munro）を選挙したことは，いま
まで行なってきた貢献が認められているという証拠でもある。
　ニュージランドはまた，この地域の防衛のために結成された東南アジア集団防衛条約機
構の一構成分子でもある。そしてその本質的貢献はコロンボ計画に対してなされてきいる
のである。
　会計職業はこの地域の国々との接触を拡大していくのに果すべき役割をもっている。そ
してこのために協会（The　Society）は，この機構を歓迎している。そしてこの機構が将
来更らに非常に密接な接触を促進することが望まれているのである。
　高度に発展した国として，ニュージランドが若干のおくれている国々に提供すべき立場
にあるものが，経済上多くあるのである。そして会計士としては，この目的で国家を援助
する特権が与えられているのである。協会（The　Society）はパキスタン，マラヤ，セイ
ロン，ボルネオから来た若干の会計士を養成する特権を与えられているけれども，協会の
会員達はこの地域の会計士の養成に大いに貢献すべきであるという責任を意識している。
　このようにニュージランドは東南アジア諸国中の後進国における会計士養成にも力を入
れていることは，われわれにも，大いに注目すべきものがあるように思わるのである。
　その他
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